
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成22年度　実績 平成23年度　実績

平成24年度　実績 平成25年度　実績

平成26年度　予定 平成27年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成２６年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 宮川めぐみ

全体計画 経費区分 － 内線 3630

事務事業名 4317 生涯学習推進事業

所　　属 130500 市民共創部・生涯学習スポーツ課

施　　策 04012000 生涯学習・文化芸術を核としたまちづくりの推進

会計 01 一般会計
予算

科目 100608 教育費・社会教育費・生涯学習推進費
科目

事業 010000 生涯学習推進事業

事業目的 事業概要・効果 

生涯学習の啓発と生涯学習で学んだことを個に還元す 生涯学習の推進体制づくりと生涯学習の成果を地域社

るのではなく、その学習を通して得たものを地域や地 会に還元・貢献することで地域全体の活性化に寄与す

域の人達に還元し、地域の文化をつくり、まちづくり る重要さを広く市民に理解してもらうために

内

、生涯学

につなげてい

部

く。 習推進員を中心に

評

生涯学習情報の収集と

価

地域の実情に

合わせた

【

講座等の開催により生

二

涯学習を一層推進して

次

いく。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

】

年度実績及び予定

平成

1

22年度　実績 平成2

頁

3年度　実績

平成24

平

年度　実績 平成25年

成

度　実績

・すざか市民

２

総合大学（必修講座）

６

の本格実施 ・生涯学習

年

推進員会主導による「

度

市民総合大学」との

・

　

地域公民館や地域づく

行

り推進委員会との共催

政

事業を 連携講座の開催

評

実施  

 

平成26年度

価

　予定 平成27年度　

事

予定

・すざか市民総合

業

大学（必修講座）のマ

別

ンネリ化を防 ・地域の

シ

人材の活用と市民の多

ー

様な学習ニーズに応え

ト

ぐため、講師に知識や

実

技術にたけた一般市民

計

の登用や るための取り

対

組みとして実施してい

象

る「生涯学習出前

内容

評

見直し。 講座」の更な

価

る推進を図る。

 

対象



2.0
人員数

嘱託職員 1.0 1.0
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 13,716.0 13,716.0

人　員 嘱託職員 2,725.0 2,725.0

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 16,441.0 16,441.0

市民一人当たりの経費 0.4 0.4

総額 21,356.0 22,367.0

（単位：千円）

平成25年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

すざか市民総合大学、すざか学舎、まなびー号運営委員会
8節  報償費 268

消耗品費、食料費、印刷製本費
11節 需用費 1,480

13節 委託費 0

15節 工事請

内

負費 0

19節 負担金

部

補助及び交付金 0

その

評

他 3,167

価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成25年度 平成26年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成25年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成25年度 平成26年度

決　　　算 予　　　算

事業費 4,915 5,926

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 17 17

一般財源 4,898 5,909

正規職員 2.0



委

て得たものを地域や地

託

域の人達に還元し、生

費

涯学

習によるまちづく

1

りにつながっている。

5

評   価

コメント

・

節

成果を落とさずにコス

 

トを削減する方法はあ

工

るか

効 率 性 ・効率

事

性向上に努めているか

請

やや向上

・使用料など

負

の受益者負担や補助対

費

象事業の範囲など、財

1

源確保の余地はないか

9

必要な経費は自分達で

節

負担し、さらに不足す

 

る分については市から

負

補助を受ける体制が確

担

立してきた。

評   

金

価

コメント

振り返り（

補

決算年度の取組み課題

助

）

参加者は、学習する

及

ことにより自分のまち

び

に興味を持ち、さらに

交

まちを知り、情報発信

付

をするようになる。将

金

来的（結果

）には、ま

そ

ちを担っていく人を育

の

むことになる。そのた

他

めにも、今の時機にか

Ｃ

なった、貴重な学習機

Ｈ

会の提供を継続した

い

Ｅ

。

ＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成26

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

すざか市民総合大学、

平

すざか学舎、市民のつ

成

どい、まなびー号運営

2

委員会
8節  報償費

6

847

消耗品費、食料

年

費、印刷製本費
11節

度

 需用費 1,704

1

当

3節 委託費 0

15節

初

 工事請負費 0

19節

予

 負担金補助及び交付

算

金 0

その他 3,375

　

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

事

目 評価観点 評価内容

・

業

市民の生命・財産を守

費

るため市が実施するこ

の

とが必要不可欠な事業

内

であるか

・行政内部の

訳

管理運営上必要な事業

主

であるか

必 要 性 ・

な

市が主体となり実施す

節

べき事業か 高い

・法的

金

な根拠や公的関与の妥

額

当性はあるか

・目的は

内

結果（施策の目指す理

容

想）に結びついている

8

か

地域の人材の活用と

節

市民の多様な学習ニー

 

ズに応えるための取り

 

組みとして実施してい

報

る。

評   価

コメン

償

ト

・事業の成果は上が

費

っているか

・目標に対

1

する達成度は十分か

有

1

 効 性 ・市民生活上

節

の課題解決に貢献して

 

いるか 有効

・行政内部

需

の管理上の課題解決に

用

貢献しているか

・事業

費

の目的が達成できるよ

1

うな事業内容になって

3

いるか

学習したことを

節

個に還元するのではな

 

く、その学習をとおし



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 進め方の改善（拡大）

総合評価コメント ２次評価コメント

生涯学習推進員による生涯学習情報の収集や連携した 生涯学習指導者養成講座の受講者が減少し

内

ており、更

事業（講座

部

等）の実施が多くなっ

評

てきたことが評価さ な

価

る掘り起こしが必要。

【

れる。

外部評価

次年度

二

以降の方向性

外部評価

次

コメント

】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


